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４３ 令和４年度玉名市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号） 市 長 

４４ 令和４年度玉名市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 市 長 

４５ 令和４年度玉名市浄化槽整備事業特別会計補正予算（第１号） 市 長 

４６ 令和４年度玉名市水道事業会計補正予算（第１号） 市 長 

４７ 令和４年度玉名市公共下水道事業会計補正予算（第１号） 市 長 

４８ 令和４年度玉名市農業集落排水事業会計補正予算（第１号） 市 長 

４９ 玉名市岱明防災コミュニティセンター条例の制定について 市 長 

５０ 玉名市附属機関の設置等に関する条例の一部を改正する条例の制定について 市 長 

５１ 玉名市公衆便所設置条例の一部を改正する条例の制定について 市 長 

５２ 玉名市公民館条例の一部を改正する条例の制定について 市 長 

５３ 熊本県市町村総合事務組合規約の一部変更について 市 長 

５４ 工事請負契約の変更について 市 長 

５５ 財産の処分について 市 長 

５６ 副市長の選任について 市 長 

５７ 人権擁護委員候補者の推薦について 市 長 

報告５ 令和３年度玉名市一般会計予算繰越明許費繰越計算書の報告について 市 長 

６ 一般財団法人玉名市自治振興公社の経営状況を説明する書類について 市 長 

７ 有限会社横島町特産物振興協会の経営状況を説明する書類について 市 長 

８ 玉名市国民保護計画の変更について 市 長 
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議第４９号 

 

   玉名市岱明防災コミュニティセンター条例の制定について 

 

 玉名市岱明防災コミュニティセンター条例を次のように制定する。 

 

  令和４年６月３日 提 出 

 

玉名市長 藏原 隆浩     

 

   玉名市岱明防災コミュニティセンター条例 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１

項の規定に基づき、玉名市岱明防災コミュニティセンター（以下「センター」と

いう。）の設置及び管理に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （名称及び位置） 

第２条 センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

  名称 玉名市岱明防災コミュニティセンター 

  位置 玉名市岱明町中土９８０番地１ 

 （管理） 

第３条 市長は、センターを常に良好な状態において管理し、その設置目的に応じ

て最も効率的に運営しなければならない。 

 （職員） 

第４条 市長は、センターに必要な職員を置くことができる。 

 （事業） 

第５条 センターは、次に掲げる事業を行う。 

 ⑴ 市民の自発的な防災学習に係る支援に関する事業 

 ⑵ 防災に係る教育、訓練及び指導に関する事業 

 ⑶ 市民のコミュニティ活動の促進に関する事業 

 ⑷ 災害時における避難所の開設及び運営に関する事業 

 ⑸ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事業 

 （休館日） 

第６条 センターの休館日は、１２月２８日から翌年の１月４日までとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が特に必要があると認めるときは、同項の休館

日を変更し、又は別に休館日を定めることができる。 
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 （開館時間） 

第７条 センターの開館時間は、午前９時から午後１０時までとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が特に必要があると認めるときは、同項の開館

時間を変更することができる。 

 （使用の許可） 

第８条 センターを使用しようとするものは、あらかじめ市長の許可を受けなけれ

ばならない。許可された事項を変更しようとするときも、同様とする。 

２ 市長は、前項の許可をする場合において、センターの管理上必要な条件を付す

ることができる。 

３ 市長は、第５条に規定する事業以外の目的で使用しようとするものに対しては、

次の各号のいずれかに該当する場合において、センターの運営に支障がないと認

めるときは、その使用を許可することができる。 
 ⑴ 国、他の地方公共団体、公共団体又は公共的団体において、公用又は公共用

に供するため必要と認められる場合 
 ⑵ 災害その他緊急事態発生のため、応急施設として臨時に使用させる場合 
 ⑶ 公共目的のために行われる講習会、研修会等の用に使用させる場合 
 ⑷ 前３号に掲げるもののほか、市長が公益上特に必要と認める場合 

 （使用の不許可） 

第９条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、センターの使用

を許可しないことができる。 

 ⑴ 公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあるとき。 

 ⑵ センターの施設、設備、備品等（以下「施設等」という。）を毀損し、又は汚

損するおそれがあるとき。 

 ⑶ 集団的に又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれがある組織の利益になる

とき。 

 ⑷ 前３号に掲げるもののほか、センターの管理上支障があるとき。 

 （入館の制限） 

第１０条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者に対しては、センターへの入

館を拒否し、又はセンターからの退去を命ずることができる。 

 ⑴ 他人に危害を及ぼし、又は他人に迷惑となるおそれがある者 

 ⑵ 施設等を毀損し、又は汚損するおそれがある者 

 ⑶ 公の秩序又は善良な風俗を乱し、又はそのおそれがある者 

 ⑷ 管理上必要な指示又は指導に従わない者 

 ⑸ 前各号に掲げる者のほか、市長がセンターの管理上支障があると認める者 

 （使用許可の取消し等） 

第１１条 市長は、センターを使用するもの（以下「使用者」という。）が次の各号
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のいずれかに該当するとき、又はセンターの管理上特に必要があるときは、当該

センターの使用の許可に係る条件を変更し、使用を停止し、又は当該許可を取り

消すことができる。 

 ⑴ この条例又はこの条例に基づく規則の規定に違反したとき。 

 ⑵ 偽りその他不正の手段により使用の許可を受けたとき。 

 ⑶ 使用の許可の条件又は関係職員の指示に従わないとき。 

 ⑷ 緊急やむを得ない事情により、市がこれを使用する必要があるとき。 

２ 市長は、前項の規定による使用許可の取消し等によって生ずる損害については、

その賠償の責めを負わないものとする。 

 （使用料） 

第１２条 センターの使用料（以下「使用料」という。）は、別表のとおりとする。 

２ 使用者は、前項の使用料を前納しなければならない。ただし、市長が特別の事

由があると認めるときは、使用料を後納させることができる。 

 （使用料の減免） 

第１３条 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用料を減免すること

ができる。 

 ⑴ 市が主催する行事に使用するとき。 

 ⑵ 前号に掲げるもののほか、公益上特に必要と認めるとき。 

 （使用料の還付） 

第１４条 既に納入した使用料は、還付しない。ただし、次の各号のいずれかに該

当するときは、その全部又は一部を還付することができる。 

 ⑴ 天災地変その他使用者の責めに帰し得ない事由により使用できなくなったと

き。 

 ⑵ 使用日の３日前（当該日が休館日の場合にあっては、当該日の前日）までに

使用許可の取消し又は許可事項の変更を申し出て、市長が相当の事由があると

認めるとき。 

 ⑶ 市の都合により使用許可を取り消したとき。 

 （原状回復の義務） 

第１５条 使用者は、施設等の使用が終わったときは、直ちに当該施設等を原状に

回復しなければならない。第１１条第１項の規定により使用を停止し、又は許可

を取り消されたときも、同様とする。 

 （損害賠償の義務） 

第１６条 使用者は、故意又は過失により施設等を毀損し、又は滅失したときは、

その損害を賠償しなければならない。ただし、市長が特別の理由があると認める

ときは、この限りでない。 

 （委任） 
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第１７条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年１０月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布

の日から施行する。 

 （準備行為） 

２ この条例に規定するセンターの使用に関し必要な行為については、この条例の

施行の日前においても、行うことができる。 

別表（第１２条関係） 

区分 ９時から 

１２時まで 

１３時から 

１７時まで 

１８時から 

２２時まで 

大研修室 ８８０円 １，１００円 １，１００円 

第１研修室 ４４０円 ５５０円 ５５０円 

第２研修室 ４４０円 ５５０円 ５５０円 

第３研修室 全面 ４４０円 ５５０円 ５５０円 

半面 ２７０円 ３３０円 ３３０円 

和室 全面 ４４０円 ５５０円 ５５０円 

半面 ２７０円 ３３０円 ３３０円 

調理室 全面 ４４０円 ５５０円 ５５０円 

半面 ２７０円 ３３０円 ３３０円 

 備考                                   

  １ 調理室の半面使用は、発酵室として使用するときに限る。 

  ２ 冷暖房を使用する場合は、１時間につき、大研修室にあっては２２０円、

他の部屋にあっては１１０円を上記の使用料に加算する。 
  ３ 冷暖房の使用時間に１時間未満の端数を生じた場合は、１時間とみなす。 

  ４ この使用料は、消費税等を含む。 

 

 

提案理由  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１項の規定

により、玉名市岱明防災コミュニティセンターの設置及び管理について、

条例を制定するものである。 
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議第５０号 

 

   玉名市附属機関の設置等に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 玉名市附属機関の設置等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定す

る。 

 

  令和４年６月３日 提 出 

 

玉名市長 藏原 隆浩     

 

   玉名市附属機関の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 玉名市附属機関の設置等に関する条例（平成２７年条例第２号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 別表市長の部玉名市玉陵中学校区旧小学校跡地等活用事業者選定委員会の項中

「玉名市玉陵中学校区旧小学校跡地等活用事業者選定委員会」を「玉名市学校跡地

等活用事業者選定委員会」に、「玉陵中学校区旧小学校跡地等活用事業者の」を「学

校跡地等活用事業者の」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （玉名市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改

正） 

２ 玉名市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平成１

７年条例第４１号）の一部を次のように改正する。 

  別表第１玉陵中学校区旧小学校跡地等活用事業者選定委員会委員の項中「玉陵

中学校区旧小学校跡地等活用事業者選定委員会委員」を「学校跡地等活用事業者

選定委員会委員」に改める。 

 

 

提案理由  玉名市玉陵中学校区旧小学校跡地等活用事業者選定委員会の名称及び

所掌事項を変更するため、条例の整備を図るものである。 
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議第５１号 

 

   玉名市公衆便所設置条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 玉名市公衆便所設置条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和４年６月３日 提 出 

 

玉名市長 藏原 隆浩     

 

   玉名市公衆便所設置条例の一部を改正する条例 

 

 玉名市公衆便所設置条例（平成１７年条例第１０４号）の一部を次のように改正

する。 

 第２条中 

「玉名市高瀬５１９番地１ 

 玉名市岩崎１２３２番地」 

を 

「玉名市高瀬５１９番地１」 

に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和４年８月１日から施行する。 

 

 

提案理由  公衆便所の一部を廃止するため、条例の整備を図るものである。 
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議第５２号 

 

   玉名市公民館条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 玉名市公民館条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和４年６月３日 提 出 

 

玉名市長 藏原 隆浩     

 

   玉名市公民館条例の一部を改正する条例 

 

 玉名市公民館条例（平成１７年条例第１６８号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１項の表中 

「 

玉名市岱明町中土９７５番地 

                   」 

を 

「 

玉名市岱明町中土９８０番地１ 

                   」 

に改める。 

 第１１条第１項中「別表第２から別表第９まで」を「別表第２から別表第７まで」

に改める。 

 別表第３を削り、別表第４を別表第３とし、別表第５を別表第４とし、別表第６

を別表第５とする。 

 別表第７を削り、別表第８を別表第６とし、別表第９を別表第７とする。 

   附 則 

 この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 

 

 

提案理由  玉名市公民館の使用料について、条例の整備を図るものである。 
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議第５３号 

 

   熊本県市町村総合事務組合規約の一部変更について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、熊本県

市町村総合事務組合規約（平成１６年９月２９日熊本県指令市町村第１６号）の一

部を次のとおり変更する。 

 

  令和４年６月３日 提 出 

 

玉名市長 藏原 隆浩     

 

   熊本県市町村総合事務組合規約の一部を変更する規約 

 

 熊本県市町村総合事務組合規約（平成１６年９月２９日熊本県指令市町村第１６

号）の一部を次のように変更する。 

 別表第１及び別表第２中「小国町外一ケ町公立病院組合」を「小国郷公立病院組

合」に改める。 

   附 則 

 この規約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定に

よる熊本県知事の許可のあった日から施行し、この規約による改正後の熊本県市町

村総合事務組合規約の規定は、令和４年４月１日から適用する。 

 

 

提案理由  一部事務組合の規約を変更しようとするときは、地方自治法第２９０

条の規定により議会の議決を経る必要があるため。 
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議第５４号 

 

   工事請負契約の変更について 

 

 令和３年９月２９日議決の工事請負契約の締結についての一部を次のとおり変更

するものとする。 

 

  令和４年６月３日 提 出 

 

玉名市長 藏原 隆浩     

 

１ 工 事 名  岱明防災コミュニティセンター建設工事 

２ 契 約 金 額   （変更前）３５５，３００，０００円 

          （変更後）３６５，０２０，７００円 

３ 契 約 の 方 法  指名競争入札 

４ 契約の相手方  玉名市岱明町野口９０８番地１ 

          株式会社久保組 

          代表取締役 久保 勝 

 

 

提案理由  工事材料価格の高騰に伴い、玉名市公共工事請負契約約款第２５条の

規定により工事請負契約の契約金額を変更するため、議決事件の変更を

行うものである。 
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議第５５号 

 

   財産の処分について 

 

 本市は、次のとおり財産を処分する。 

 

  令和４年６月３日 提 出 

 

玉名市長 藏原 隆浩 

 

１ 土 地 の 表 示 

      

所在地  玉名市安楽寺字野間１２４４番１ 外３筆 

面 積  １０，０４１．００㎡ 

 

２ 建 物 の 表 示 

 

     所在地  玉名市安楽寺字野間１２４４番地１ 

    

      ⑴ 教室棟      鉄筋コンクリート造陸屋根 ８５１．００㎡ 

                 ２階建て           

      ⑵ 管理棟      鉄筋コンクリート造陸屋根 ５３５．００㎡ 

                 平家建て        

      ⑶ 屋内運動場    鉄骨造スレート葺平家建て ４２６．００㎡ 

      ⑷ 教室棟      木造瓦葺平家建て     １６４．００㎡ 

      ⑸ 便所       コンクリートブロック造一  ３８．００㎡ 

                 部鉄骨造ガルバリウム鋼板   

                 折板葺平家建て        

      ⑹ 倉庫       木造瓦葺平家建て      ３３．００㎡ 

      ⑺ 給食コンテナ室  鉄筋コンクリート造陸屋根  ３１．００㎡ 

                 平家建て 

 

３ 処分予定価格  ３３，９５０，０００円 

 

４ 契約の相手方  京都府長岡京市神足太田３０番地２ 

          カンケンテクノ株式会社 
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          代表取締役 今村 啓志 

 

 

提案理由  玉名市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条

例（平成１７年条例第５２号）第３条の規定による。 
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議第５６号 

 

   副市長の選任について 

 

 本市副市長に次の者を選任したいので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１６２条の規定により、議会の同意を求める。 

 

  令和４年６月３日 提 出 

 

玉名市長 藏原 隆浩     

 

１                 

   村上
むらかみ

 之
たかゆき

                

 

２ 略 歴 

学 歴 

 昭和５６年 ３月               

 

   経 歴 

 昭和５２年 ５月           

 平成１９年 ４月        

 平成２２年 ４月                

 平成２３年 ４月          

 平成２４年 ４月          

 平成２７年 ４月          

 平成２９年１１月        

 平成３０年 ２月           

 平成３０年 ３月          

 

 

提案理由  副市長を選任するときは、地方自治法第１６２条の規定により、議会

の同意を得る必要があるため。 
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議第５７号 

 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 

 次の者を人権擁護委員候補者として推薦したいので、人権擁護委員法（昭和２４

年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

 

  令和４年６月３日 提 出 

 

玉名市長 藏原 隆浩     

 

１              

   北本
きたもと

 節
せつ

代
よ

                

 

２ 略 歴 

   学 歴 

 昭和５３年 ３月               

 

   経 歴 

 平成１４年 ８月           

 平成１７年１１月           

 令和 元年１０月                 

 

 

提案理由  人権擁護委員北本節代氏が、本年９月３０日に任期満了のため。 
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報告第５号 

 

   令和３年度玉名市一般会計予算繰越明許費繰越計算書の報告について 

 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４６条第２項の規定により、

繰越明許費に係る歳出予算を翌年度に繰り越したので、繰越計算書を調製し報告す

る。 

 

  令和４年６月３日 提 出 

 

玉名市長 藏原 隆浩     
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報告第６号 

 

   一般財団法人玉名市自治振興公社の経営状況を説明する書類について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定により、一

般財団法人玉名市自治振興公社の経営状況を説明する書類を別紙のとおり提出する。 

 

  令和４年６月３日 提 出 

 

玉名市長 藏原 隆浩     
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報告第７号 

 

   有限会社横島町特産物振興協会の経営状況を説明する書類について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の３第２項の規定により、有

限会社横島町特産物振興協会の経営状況を説明する書類を別紙のとおり提出する。 

 

  令和４年６月３日 提 出 

 

玉名市長 藏原 隆浩     

 



 - 19 -

報告第８号 

 

   玉名市国民保護計画の変更について 

 

 玉名市国民保護計画を変更したので、武力攻撃事態等における国民の保護のため

の措置に関する法律（平成１６年法律第１１２号）第３５条第８項において準用す

る同条第６項の規定により別紙のとおり報告する。 

 

  令和４年６月３日 提 出 

 

玉名市長 藏原 隆浩     


